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下記について、別紙により諮問する。 
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V-High帯域における公共ブロードバンド移動通信システム及び狭帯域IoT通信シス

テムに関する技術的条件 

資料180-３-１ 



別紙 

 

諮問第2046号 

 

V-High帯域における公共ブロードバンド移動通信システム及び狭帯域IoT通信シス

テムに関する技術的条件 

 

１ 諮問理由 

V-High帯域（170～222MHz）について、172.5～202.5MHzは災害等の現場にお

いて公共機関が機動的に映像伝送を実現するための無線通信システムである公

共ブロードバンド移動通信システム（以下「公共BB」という。）用に割り当て

られている。令和２年度に利用主体の拡大や上空利用を可能とする制度改正を

行ったが、近年の自然災害の頻発等も踏まえ、地方公共団体における災害発生

時の通信確保等、更なる利用拡大のニーズがある。 

また、207.5～222MHzは、マルチメディア放送用に割り当てられていたが、平

成28年の当該放送の事業終了に伴い、空き周波数となったことから、放送用周

波数の活用方策に関する検討分科会で検討を実施し、令和４年６月に公表され

た「V-High帯域における実証実験等の結果とりまとめ」において、通信サービ

スの高度化に関する具体的なシステム（狭帯域IoT通信システム）導入に向けた

検討を進めることとの提言がなされた。 

さらに、令和５年11月に公表した「周波数再編アクションプラン（令和５年

度）」においては、「V-High 帯域における実証実験等の結果取りまとめ」及び

「デジタル変革時代の電波政策懇談会報告書（令和３年８月）」も踏まえ、公

共BBの周波数拡張や、災害時に公共安全機関等が情報共有を図ることが可能な

狭帯域IoT通信システムの公共BBと他システムとのガードバンド等への導入につ

いて令和６年度末までに技術的条件をとりまとめることとしている。 

以上を踏まえ、災害時の映像伝送手段として更なる需要の拡大が見込まれる

公共BB及びV-High帯域における狭帯域IoT通信システムの技術的条件の検討を実

施するため、情報通信審議会へ諮問するもの。 

 

２ 答申を希望する事項 

（１）公共ブロードバンド移動通信システムのV-High帯域への追加割当て等に

関する技術的条件 

（２）V-High帯域における狭帯域IoT通信システムの導入等に関する技術的条件 

 

３ 答申を希望する時期 

  令和７年３月頃 

 

４ 答申が得られた時の行政上の措置 

  関係省令等の改正に資する。 


